
事 務 連 絡 

令和２年 12 月 25 日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局） 御中 

中 核 市 

 

厚生労働省老健局高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・地域介護推進課 

老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第 17報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱い

については、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準

等の臨時的な取扱いについて」（令和 2 年 2 月 17 日付厚生労働省老健局総務課

認知症施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第 17報）」を送付いたしますので、管内市町村、サー

ビス事業所等に周知を図るようお願いいたします。 

 

  



問１ 介護保険施設等において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴

う入院患者増加に対応するため、感染流行時に自治体の要請等に基づき、

新型コロナウイルス感染症患者受け入れ医療機関（受け入れ予定の医療

機関を含む）から退院患者を受け入れた場合は、人員基準等の柔軟な取扱

いが可能か。 

（答） 

可能である。例えば、定員超過減算を適用しない、また指定等基準、基本サー

ビス費及び加算に係る施設基準について、当面の間、受け入れた入所（居）者を

除いて算出することができる。 

なお、（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護、（看護）

小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護福祉施設入所者生活介護、（介護予防）

特定施設入居者生活介護（地域密着型含む）、（介護予防）認知症対応型共同生活

介護においても同様である。 

 



事 務 連 絡 

令和３年２月16日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な 

取扱いについて（第18報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和 2 年 2 月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第 18 報）」を送付し、本事務連絡の発出日より適用するこ

ととしますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るようお願いいたしま

す。 

  



問 介護保険施設（介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護を含む）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院）におい

て、医療機関から、新型コロナウイルス感染症の退院基準を満たした患者（当

該介護保険施設から入院した者を除く。）を受け入れた場合に 

・ 当面の間のコロナ陽性時に治療に当たっていた入院医療機関や行政との連携 

・ 退所時も念頭に、入院以前に利用していたケアマネ等とのサービスの調整

のために行う、利用していたサービスの確認とそれを踏まえたサービス提供 

・ 健康観察・健康管理など看護師等の専門職によるケアも含めた体制整備 

が必要になること等を適切に評価する観点から、どのような介護報酬の算定が

可能か。 

（答） 

介護保険施設において、医療機関から、新型コロナウイルス感染症の退院基準を

満たした患者（当該介護保険施設から入院した者を除く。）を受け入れた場合には、

当該者について、退所前連携加算を入所した日から起算して 30 日を限度として算

定することが可能である。 

なお、本取扱いによる加算を令和３年２月サービス提供分及び令和３年３月サ

ービス提供分に算定する者については、 

・ 令和３年２月サービス提供分及び令和３年３月サービス提供分については

月遅れ請求とし、令和３年５月審査以降に、請求明細書を提出する。 

又は  

・ 令和３年２月サービス提供分（令和３年３月サービス提供分）を３月（４月）

に請求するに当たり、本取扱いによる加算の請求は行わず、他の加算や基本報

酬に係る請求のみを行い、５月審査以降に、保険者に対して過誤調整の申し立

てを行い、本取扱いによる加算分を含めて請求明細書を提出する。 

等の取り扱いを行うこと。このような請求の取扱いを含め、本加算の算定につい

て、利用者から事前の同意を得る必要があること。 

 

なお、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第 17 報）」（令和２年 12 月 25 日付厚生労働症老健局高齢

者支援課ほか事務連絡）でお示ししたとおり、自治体の要請等に基づき退院患者を

受け入れた場合は、例えば、定員超過減算を適用しない、また指定等基準、基本サ

ービス費及び加算に係る施設基準について、当面の間、受け入れた入所（居）者を

除いて算出することができる等の柔軟な取扱いが可能であるが、本加算の算定対

象となる者についても同様の取扱いが可能であること。 
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事 務 連 絡 

令 和 ３ 年 ３ 月 22日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な 

取扱いについて（第19報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和 2 年 2 月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第 19 報）」を送付いたしますので、管内市町村、サービス

事業所等に周知を図るようお願いいたします。 
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問１ 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第 18 報）」（令和３年２月 16 日付厚生労働症老健

局高齢者支援課ほか事務連絡）における退所前連携加算の算定に関して、介護

老人保健施設の退所前連携加算については、令和 3年度介護報酬改定において

入退所前連携加算(Ⅰ)(600 単位)及び入退所前連携加算(Ⅱ)(400 単位)に見直

されたが、令和 3年 4月 1日以降はどちらを算定すればよいか。 

（答）  

（１）令和 3年 3月 31 日以前に入所した場合 

算定可能日数の残期間を２で除して割り切れる場合、4月 1日から当該残期間

を２で除した日数は入退所前連携加算(Ⅰ)(600 単位)を算定し、それ以降の残期

間は入退所前連携加算(Ⅱ)(400 単位)を算定する。 

算定可能日数の残期間を２で除して割り切れない場合、4月 1日から当該残期

間を２で除して１未満の端数を切り上げた日数は入退所前連携加算(Ⅰ)(600 単

位)を算定し、それ以降の残期間は入退所前連携加算(Ⅱ)(400 単位)を算定する。 

 

（例１）令和 3年 3月 20 日に入所した場合 

・3月 20 日から 3月 31 日まで（12 日間）：退所前連携加算(500 単位) 

・4 月 1 日から 4月 9日まで（9日間）：入退所前連携加算(Ⅰ)(600 単位) 

・4 月 10 日から 4月 18 日まで（9日間）：入退所前連携加算(Ⅱ)(400 単位) 

 

（例２）令和 3年 3月 21 日に入所した場合 

・3月 21 日から 3月 31 日まで（11 日間）：退所前連携加算(500 単位) 

・4 月 1 日から 4月 10 日まで（10 日間）：入退所前連携加算(Ⅰ)(600 単位) 

・4 月 11 日から 4月 19 日まで（9日間）：入退所前連携加算(Ⅱ)(400 単位) 

 

（２）令和 3年 4月 1日以降に入所する場合 

入所した日から起算して15日間は入退所前連携加算(Ⅰ)(600単位)を算定し、

入所した日から起算して16日から30日までは入退所前連携加算(Ⅱ)(400単位)

を算定する。 
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問２ 新型コロナウイルス感染症への対応として、介護職員に対し、臨時的に慰

労金や手当等を支給した場合、実績報告書や処遇改善計画書において、どの

ような取扱いとなるのか。 

（答） 

○ 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算については、加算に

よる収入額を上回る賃金改善を行うことを担保する仕組みとして、実績報告書

及び処遇改善計画書の作成を求めており、職員に支払いを行った賃金について

は、実績報告書及び処遇改善計画書に記載することが必要である。 

 

○ 一方で、新型コロナウイルス感染症の影響がある中、国においても新型コロナ

ウイルス感染症緊急包括支援交付金（介護分）により、介護職員への慰労金の支

給を進めてきたところであるが、慰労金は賃金に該当しないものであり、実績報

告書及び処遇改善計画書における賃金にも含める必要はないこと。 

 

○ なお、事業所において、独自に新型コロナウイルス感染症への対応として、通

常の昇給等による基本給の増加や手当の支給等（以下「通常の賃金増」という。）

とは別に、臨時的・特例的に慰労金と同趣旨の賃金の支払いを行っている場合、

実績報告書及び処遇改善計画書における賃金に含まない取扱いとすることも差

し支えないこと。 

当該取扱いを行うに当たっては、通常の賃金増とは明確に区別を行う必要があ

るとともに、職員から当該取扱いに係る質問があった場合は、丁寧に説明を行う

ことが必要であること。 

 



 

事 務 連 絡 

令和３年４月５日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第20報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第 20 報）」を送付いたしますので、サービス事業所等に周

知を図るようお願いいたします。 

  



 

問１ 通所系サービス（通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介

護、認知症対応型通所介護及び介護予防認知症対応型通所介護。以下同じ。）

事業所内において新型コロナウイルスワクチン接種を実施する場合、介護報酬

等の取扱い等はどのようになるか。 

（答） 

通所系サービス事業所内における予防接種等の取扱いについては、「介護保険サ

ービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて」（平成 30

年９月 28 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか連名通知。以下「保

険外サービス通知」という。）において、 

・保険外サービスであること 

・また、介護支援専門員が居宅サービス計画において当該保険外サービスに関す

る情報を記載すること 

等としている。 

しかしながら、今般の新型コロナウイルスワクチンに関しては、 

・重症化リスクの高い高齢者に迅速に実施する必要があること 

・予防接種法上も、疾病のまん延予防上緊急の必要がある臨時接種として位置付

けられており、接種の努力義務や市町村長等による勧奨等の公的関与が求めら

れる公益性の高いものであること 

など、国として、死亡者や重症者をできる限り抑制し、国民の生命及び健康を守る

ために、ワクチン接種の実施体制を整えていく必要があり、また、 

・通所系サービスの事業所内で実施する場合、多くの利用者が接種することが考

えられ、当該事業所の職員においても、接種前後の誘導や支援、見守り等多くの

業務が発生することが考えられること 

から、以下のとおり、特例的に取扱うこととする。 

①介護保険サービスとして提供されているものと取り扱うことができる場合 

今般の新型コロナワクチンに係る予防接種に伴う事業所における業務は介護

保険サービスとして提供されているものとし、予め居宅サービス計画に位置付

けられた提供時間内で介護報酬を算定することとして差し支えない。 

 

②必要な経費について、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補

助金を財源とする委託費が支払われている場合（保険外サービスとして提供さ

れているものと取り扱う場合） 

通所系サービス事業所が事業所内で新型コロナウイルスワクチン接種を実施

するにあたり、必要な経費（※）について、市町村より、新型コロナウイルスワ

クチン接種体制確保事業費国庫補助金を財源とする委託費を受領している場合

は、従来の取扱いのとおり、当該予防接種に伴う事業所における業務は保険外サ

ービスとして提供されているものとする。（通所系サービスのサービス提供時間

の算定に当たっては、通所系サービスの提供時間には保険外サービスの提供時



 

間を含めず、かつその前後に提供した通所系サービスの提供時間を合算し、１回

の通所系サービスの提供として取り扱う。） 

この場合、保険外サービス通知に則った対応が必要となるが、特例的に、介護

支援専門員が居宅サービス計画において当該保険外サービスに関する情報を記

載することは不要とする。 

（※）必要な経費の例は、感染防止対策、会場借り上げ、会場設営・撤去費、会

場の運営（誘導員等）等。 

  （参考）新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業に関する詳細 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/vaccine_noti

fications.html#003 

 

なお、上記①②いずれの場合についても、通所系サービス事業所内において接種

を実施する場合は、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）等の関係法規の遵守が必要

であること等に引き続き留意すること。 

 

 

問２ 通所系サービス事業所内において新型コロナウイルスワクチンに係る接

種を実施する場合、利用者の居宅と通所系サービス事業所との間の送迎に係る

費用については、どのように取り扱うべきか。 

（答） 

 問１の①②いずれの場合についても、利用者の自宅と通所系サービス事業所と

の間の送迎は介護保険サービスとして提供されているものとし、介護報酬を算定

することとして差し支えない（利用者の居宅と通所系サービス事業所との送迎を

行った場合は送迎減算を適用しないこととして差し支えない）。 

 

 

  



 

問３ 通所系サービス事業所内において新型コロナウイルスワクチンに係る接

種を実施する場合、接種が実施される日に通所系サービスを利用する予定がな

い利用者については、どのように取り扱うべきか。 

（答）  

問１の①の場合については、介護支援専門員が、事前に当該利用者に説明し同意

を得た上で、予め居宅サービス計画に予防接種を位置付ければ、当該利用者に係る

予防接種に伴う事業所における業務について、介護保険サービスとして提供され

ているものとして差し支えない。 

このため、予防接種に伴う事業所における業務は、所要の提供時間に対応する介

護報酬を算定することとして差し支えない。その際、通所介護、地域密着型通所介

護及び（介護予防）認知症対応型通所介護についてサービス提供時間が３時間未満

となった場合でも、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平

成 12 年２月 10 日厚生省告示第 19 号）の別表指定居宅サービス介護給付費単位数

表の６の注２等による「所要時間２時間以上３時間未満の指定通所介護を行った

場合」に該当するものとして取り扱うこととして差し支えない。通所リハビリテー

ションについても同様に、サービス提供時間が１時間未満となった場合でも、「指

定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成 12 年２月 10 日厚生

省告示第 19 号）の別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の７の「所要時間１

時間以上２時間未満の場合」に該当するものとして取り扱うこととして差し支え

ない。 

また、送迎についても、問２で示しているとおり、利用者の自宅と通所系サービ

ス事業所との間の送迎は介護保険サービスとして提供されているものとし、介護

報酬を算定することとして差し支えない（利用者の居宅と通所系サービス事業所

との送迎を行った場合は送迎減算を適用しないこととして差し支えない）。 

 

問１の②の場合については、当該利用者に係る予防接種に伴う事業所における

業務について、保険外サービスとして提供されているものとする。 

なお、この場合、当該利用者の送迎については、接種が実施される日において介

護報酬算定が行われないことから、同様に保険外サービスとして提供されている

ものとする。 

また、問１で示しているとおり、保険外サービス通知に則った対応が必要となる

が、特例的に、介護支援専門員が居宅サービス計画において当該保険外サービスに

関する情報を記載することは不要である。 

 

  



 

問４ 通所系サービス事業所が、サービス提供中に、その保有する車両を利用し

て、事業所から新型コロナウイルスワクチンの接種会場まで利用者の送迎を行

う場合、介護報酬等の取扱い等はどのようになるか。 

（答） 

 通所系サービス事業所が、サービス提供中に、その保有する車両を利用して、通

所系サービス事業所と接種会場間の送迎を行う場合、従来の取扱いのとおり、保険

外サービスとして提供されているものとする。この場合、保険外サービス通知に則

った対応が必要となるが、特例的に、介護支援専門員が居宅サービス計画において

当該保険外サービスに関する情報を記載することは不要である。 

 一部の職員が当該送迎の業務に従事する際の事業所内の人員配置基準について

は、今般の新型コロナウイルスワクチン接種の緊急性及び公益性の高さに鑑み、

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な

取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進

室ほか連名事務連絡）等に基づき、柔軟に対応して差し支えない。 

なお、当該送迎について利用者から対価を得ていない場合（当該送迎について利

用者から対価を得ていないが、新型コロナウイルスワクチン接種の実施主体であ

る市町村より送迎の委託を受け、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

費国庫補助金を財源とする委託費を受領している場合も含む。）については、道路

運送法に基づく許可・登録は不要である。 

上記の内容については、国土交通省自動車局と協議済みであることを申し添え

る。 

 

  



 

問５ 通所系サービス事業所がその保有する車両を利用して、サービス提供前

後の送迎中に、新型コロナウイルスワクチンの接種会場を経由して利用者の送

迎を行う場合、介護報酬等の取扱い等はどのようになるか。 

（答） 

例えば 

・利用者の居宅から、接種会場を経由して、通所系サービス事業所への送迎を行う

場合 

・通所系サービス事業所から、接種会場を経由して、利用者の居宅への送迎を行う

場合 

については、利用者の居宅と通所系サービス事業所間の送迎を行っていることか

ら、その費用について、介護報酬を算定することとして差し支えない（送迎減算を

適用しないこととして差し支えない）。 

 また、この場合について、送迎に時間を要することになり、一時的に事業所内の

人員配置基準を満たせない時間帯が生じることも考えられるが、この場合も問４

と同様に柔軟に対応して差し支えない。 

なお、この場合について、当該会場に立ち寄らない送迎の場合に通常選択される

と考えられる一般的な経路を逸脱する場合であっても、道路運送法に基づく許可・

登録は不要である。 

上記の内容については、国土交通省自動車局と協議済みであることを申し添え

る。 

  



 

問６ 新型コロナウイルスワクチン接種を医療機関以外の接種会場（例えば、体

育館や福祉センター等）で行う場合でも、居宅要介護者が接種会場まで移動す

る手段として、訪問介護を利用することが可能か。 

（答） 

＜訪問介護＞ 

① 訪問介護事業所の訪問介護員等が自ら運転する車両を活用する場合 

訪問介護の通院等乗降介助が利用可能である。 

なお、現行の取扱いのとおり、以下の場合に限り、身体介護が利用可能である。 

・接種会場に外出するために乗車・降車の介助を行うことの前後に連続して相

当の所要時間（20 分から 30 分程度以上）を要し、かつ、手間のかかる外出

に直接関連する身体介護（移動・移乗介助、身体整容・更衣介助、排泄介助

等）を行う場合（要介護４又は５の居宅要介護者の場合） 

又は 

・接種会場への外出に直接関連しない身体介護（入浴介助・食事介助等）に 30

分から１時間程度以上を要し、かつ、当該身体介護が中心である場合（要介

護１から５までの居宅要介護者の場合） 

には、身体介護（運転時間を控除した所要時間に応じた介護報酬）を算定でき

る。 

 

② 公共交通機関を活用する場合 

訪問介護の身体介護のうち通院・外出介助が利用可能である（訪問介護事業所

の訪問介護員等が、居宅要介護者に付き添い、バスやタクシー等の公共交通機関

を利用して移送中の気分の確認も含めたワクチン接種が行われる会場への外出

介助を行った場合には、身体介護（所要時間に応じた介護報酬）を算定できる）。 

 

また、これらを利用する場合には、居宅サービス計画（標準様式第２表、第３表、

第５表等）に係るサービス内容の記載の見直しが必要となるが、これらについて

は、サービス提供後に行っても差し支えない。 

なお、同意については、最終的には文書による必要があるが、サービス提供前に

説明を行い、同意を得ていれば、文書はサービス提供後に得ることでよい。 

 

※参考 

＜（介護予防）小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護＞ 

小規模多機能型居宅介護の訪問サービスには、いわゆる訪問介護の身体介護の

うち通院・外出介助が含まれているため、小規模多機能型居宅介護事業所が居宅要

介護（支援）者に対して接種会場への外出介助を行うことができる。 

 

 



 

＜定期巡回・随時対応型訪問介護看護と訪問介護（通院等乗降介助）の関係＞ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、併せて訪問介護の通院等乗降介助を利用

することができる。そのため、訪問介護事業所の訪問介護員等は自ら運転する車両

を活用して、定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用する居宅要介護者に対して

接種会場への移送に係る介助を行うことができる。 



事 務 連 絡 

令和３年５月６日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な 

取扱いについて（第21報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところ です。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に 係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて（第 21 報）」を送付し、令和３年５月６日より適用するこ

ととしますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るようお願いいたしま

す。 

  



問 介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び介護医療院における医師が、自

治体の依頼を受け自治体が準備する接種会場等における新型コロナウイルスワ

クチンの接種に協力する場合、人員配置基準の取扱いはどのようになるのか。 

（答）  

介護老人保健施設の医師が、自施設の入所者へのサービス提供に差し支えない

範囲において、自治体の依頼を受け、新型コロナワクチンの接種に協力する場合

は、人員基準上の配置等に影響しない取扱いとなる。ただし、自施設の利用者の心

身の状態の把握や管理業務等に支障がないよう、当該時間中の連絡体制等を整え

ておくこと。 

なお、介護療養型医療施設及び介護医療院の医師についても同様の対応を行っ

て差し支えないこと。 

 



事 務 連 絡 

令和３年５月20日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な 

取扱いについて（第22報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第 22 報）」を送付し、令和３年５月 20 日より適用するこ

ととしますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るようお願いいたしま

す。 

  



問 人員配置基準において保健師、看護師又は准看護師（以下「看護職員」とい

う。）の配置が求められる介護サービスに従事する看護職員が、自治体の依頼

を受け自治体が準備する接種会場等における新型コロナウイルスワクチンの接

種に協力する場合、人員配置基準の取扱いはどのようになるのか。 

（答） 

事業所・施設の看護職員が、自事業所・施設の利用者等へのサービス提供に差し

支えない範囲において、自治体の依頼を受け、新型コロナワクチンの接種に協力す

る場合は、人員基準上の配置等に影響しない取扱いとなる。ただし、自事業所・施

設の利用者等の心身の状態の把握等の健康管理や看護の提供に支障がないよう、

当該時間中の連絡体制等を整えておくこと。 

また、看護職員について人員配置基準以上の人員配置をした場合等に算定可能

となる加算（看護体制加算、看護体制強化加算、看護職員配置加算等）についても、

同様に体制等を整えることを前提とし、自治体の依頼を受け、新型コロナワクチン

の接種に協力する場合は、当該加算の配置に係る要件に影響しない取扱いとなる。 











 

事 務 連 絡 

令和３年７月２日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

   中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な 

取扱いについて（第24報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第 24報）」を送付し、令和３年７月２日より適用すること

としますので、管内市町村、サービス事業所等に周知を図るようお願いいたしま

す。 

 

  



 

問１ 介護サービス事業所に勤務する職員が新型コロナウイルスワクチンの接

種を受けることや接種後の副反応によって一時的に不足する場合について、人

員配置基準等の取扱いはどのようになるのか。 

（答） 

介護サービス事業所に勤務する職員が新型コロナウイルスワクチンの接種を受

けることや接種後の副反応により、一時的に人員配置基準を満たさなくなる場合、

柔軟な対応をして差し支えない。 

また、基準以上の人員配置や有資格者等の配置により算定可能となる加算につ

いて、介護サービス事業所に勤務する職員が新型コロナウイルスワクチンの接種

を受けることや接種後の副反応により、一時的に加算の要件を満たさなくなった

場合も、柔軟な対応をして差し支えない。 

なお、介護サービス事業所に勤務する職員が新型コロナウイルスワクチンの接

種を受ける際には、同一事業所内では職員の接種日を分散させるなど、利用者の処

遇に影響しないよう可能な限り接種日等の調整を行うこと。 

 

 

問２ 介護サービスに従事する医師又は看護職員が、大規模接種会場での接種

や職域接種等における新型コロナウイルスワクチンの接種に協力する場合、

「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時

的な取扱いについて（第 21 報）」（令和３年５月６日付厚生労働省老健局高

齢者支援課ほか連名事務連絡）及び「新型コロナウイルス感染症に係る介護サ

ービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第 22 報）」（令和３

年５月 20 日付厚生労働省老健局高齢者支援課ほか連名事務連絡）と同様、自

事業所・施設の利用者等の心身の状態の把握等に支障がないよう、当該時間中

の連絡体制等を整えておく場合には、人員基準上の配置等に影響しない取扱い

として差し支えないか。 

（答） 

差し支えない。 











 

事 務 連 絡 

令和４年２月９日 

 

都道府県 

各 指定都市 介護保険担当主管部（局）御中 

   中 核 市 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 高 齢 者 支 援 課 

 厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課  

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な 

取扱いについて（第27報） 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の取扱いに

ついては、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の

臨時的な取扱いについて」（令和２年２月 17 日付厚生労働省老健局総務課認知症

施策推進室ほか連名事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第 27報）」を送付いたしますので、管内市町村、サービス

事業所等に周知を図るようお願いいたします。 

 

  



 

問 「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨

時的な取扱いについて（第２報）」（令和２年２月 24日付厚生労働省老健局

総務課認知症施策推進室ほか連名事務連絡）及び「新型コロナウイルス感染症

に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第９

報）」（令和２年４月 15日付厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室ほか

連名事務連絡）等において、通所系サービス事業所が居宅を訪問しできる限り

のサービスを提供した場合及びサービス提供時間を可能な限り短くする工夫

を行う場合の報酬の取扱いとして実際のサービス提供時間の区分に対応した

報酬区分で算定する等が示されているが、新型インフルエンザ等対策特別措

置法（平成 24 年法律第 31 号）によりまん延防止等重点措置等の措置を実施

すべきとされた区域において、感染防止対策を更に徹底しながら必要な介護

サービスを継続するという観点から、どのような介護報酬の算定が可能か。 

（答） 

新型インフルエンザ等対策特別措置法によりまん延防止等重点措置等の措置を

実施すべきとされた区域については、感染防止対策を更に徹底しながら（※）必要

な介護サービスを継続するという観点から、 

①訪問サービスへの切替 

及び 

②通所サービスの提供時間短縮 

における報酬の取扱いとして、居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間の

半分以上の時間をサービス提供した場合等に、それに対応した報酬区分を算定す

ることができる。 

（※）感染防止対策の更なる徹底としては、「介護現場における感染対策の手引き」

（https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000814179.pdf）を遵守した上

で、例えば、 

・ 利用者の一部又は全部を訪問に切り替える 

・ サービス提供の場を通常の事業所と公民館等の場所とに分け利用者を区

分する 

・ 利用者を午前と午後に区分する 

等により利用者の導線を分けることなどが考えられる。 

 

（対象事業所） 

・ 新型インフルエンザ等対策特別措置法によるまん延防止等重点措置等の措置

の実施区域に所在する通所系サービス事業所 

 

（対象期間） 

・ 令和４年２月（サービス提供月）からまん延防止等重点措置等の実施期間の最

終日が含まれるサービス提供月 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000814179.pdf


 

（留意事項） 

・ 本取扱いにより算定する予定がある場合は、請求日より前に、指定権者に所定

の様式（別添）をメール等により提出する必要がある。（指定権者は提出された

様式を適宜保管。） 

・ 上記①若しくは②を提供する場合又は①及び②等を組み合わせて提供する場

合においても、居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間に対応した報酬

区分を上限とする。 

・ 本取扱いにより算定する場合は、代替サービスの提供時間等（準備、移動時間、

電話による安否確認等の時間を含む）が、 

１）居宅サービス計画書に位置付けられた一日の提供時間の半分程度以上 

又は 

２）一週間のサービス提供計画からサービス提供日数を減らすことによってサ

ービス提供時間を可能な限り短くする工夫を行う場合については、居宅サー

ビス計画書に位置付けられた一週間分の総提供時間の半分程度以上 

（事業所でのサービス提供を行わないこととした日も、電話による安否確認

や短時間の訪問等を行うこと） 

に相当することを要件とする。 

・ 利用者への説明及び同意が必要である。 

  同意については、サービス提供前に説明を行った上で得ることが望ましいが、

サービス提供前に同意を得ていない場合であっても、報酬請求前までに同意を

得られれば当該取扱いを適用して差し支えない。（例えば、２月のサービス提供

日が、８日・29 日である場合、同月の初回サービス提供日である２月８日以前

に同意を得る必要はない。） 

当該取扱いによる介護報酬の算定を行う事業所により同意取得を行うことと

するが、必ずしも書面（署名捺印）による同意確認を得る必要はなく、保険者の

判断により柔軟に取り扱われたい。説明者の氏名、説明内容、説明し同意を得た

日時、同意した者の氏名について記録を残しておくこと。 

・ 通所系サービス事業所は、必ず居宅介護支援事業所と連携することとする（本

取扱いにより算定を行うことの事前連絡等）。 

居宅介護支援事業所においては、基本的には、居宅サービス計画（標準様式第

２表、第３表等）に係るサービス内容の事後の見直しは不要であるが、標準様式

第５表等を活用して、今般の取扱いに係る経過を記録する必要がある（サービス

提供後で可）。 

 

  



 

【参考１】 

１）日単位で見て算定する場合の例 

・計画上の時間が「７時間」であるところ、実際のサービス提供時間等が「3.5

時間」以上である場合に、計画上の提供時間に対応した報酬区分である「７

時間以上８時間未満」を算定。 

 

２）一週間のサービス提供計画からサービス提供日数を減らすため、週単位で見

て算定する場合の例 

・計画上の時間が「月曜：７時間、水曜：７時間、金曜：７時間（計 21 時

間）」であるところ、実際のサービス提供時間等が「月曜：６時間、水曜：

６時間、金曜：通所事業所内でのサービスなし（※）（計 12 時間）」であ

る場合に、月曜・水曜・金曜の３日分について、計画上の提供時間に対応

した報酬区分である「７時間以上８時間未満」を算定。 

 （※）事業所でのサービス提供を行わないこととした日も、電話による安

否確認や短時間の訪問等を行う。 

 

【参考２】新型コロナウイルス感染症に係るこれまでの取扱いと今般の取扱い 

    （下線部分が相違点） 

 これまでの取扱い 今般の取扱い 

① 訪問サービスへ

の切替 

（第２報（令和２年２月 24

日付事務連絡）等） 

・居宅サービス計画書に位

置付けられた提供時間に

相当する報酬を上限 

・サービス提供時間に応じ

た報酬区分を算定 

・サービス提供時間が短時

間の場合は、最短時間報酬

区分を算定 

（第 27報） 

 

・居宅サービス計画書に位

置付けられた提供時間に

相当する報酬を上限 

・居宅サービス計画書に位

置付けられた提供時間に

対応した報酬区分を算定 

② 通所サービスの

提供時間短縮 

（第９報（令和２年４月 15

日付事務連絡）） 

・居宅サービス計画書に位

置付けられた提供時間を

下回ったときは、実際に提

供したサービス提供時間

の区分に対応した報酬区

分で算定 

（第 27報） 

 

・居宅サービス計画書に位

置付けられた提供時間を

下回ったときでも、居宅サ

ービス計画書に位置付け

られた提供時間に対応し

た報酬区分を算定 

 



参考

※すべてにチェックが付いている必要があります

備考

令和 年 月 日

第27報特例適用のための通所系サービス事業所における感染防止対策等
に係る申出書

「介護現場における感染対策の手引き」を遵守した上で、感染防止対策を更に徹底する対策

を講じることとしているため、「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人

員基準等の臨時的な取扱いについて（第27報）」における

①訪問サービスへの切替

又は／及び

②通所サービスの提供時間短縮

の報酬の取扱い（居宅サービス計画書に位置付けられた提供時間に対応した報酬区分を算

定）（以下「第27報の取扱い」という。）を実施する予定がある。

（参考）「介護現場における感染対策の手引き　第２版」

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000814179.pdf

確認項目

第27報の取扱いにより報酬を算定するため、事業所において、①訪問サービスへの切替又は

／及び②通所サービス提供時間の短縮のために必要な準備（訪問を行うスタッフのシフトの

検討、利用者のグループ分けの検討等）を行っている。

○　まん延防止等重点措置等の措置を実施すべきとされた区域については、感染防止対策を
　更に徹底しながら必要な介護サービスを継続していくことが必要です。

○　第27報に示されている①訪問サービスへの切替、②通所サービスの提供時間短縮に係る
　特例は必要な感染防止対策の一環であることから、この申出書では、その感染防止対策が
　採られているか、第27報の特例の適用に当たって必要な手順が行われているかを申し出て
　いただく必要があります。

第27報の取扱いにより報酬を算定することについて、利用者に対して周知を行い、同意の判

断に足りる説明を行っている。

事業所名

代表者 職名 氏名


